
公正取引委員会事務総局 近畿中国四国事務所 （℡０６－６９４１－２１７３） 

https://www.jftc.go.jp/regional_office/kinki/index.html

公取近畿だより 
平成３１年４月号（第１１９号） 

㈱ライフサポートは，自社が運営するウェブサイト「快適生活オ

ンライン」等で食品等を通信販売している事業者です。 

この事件は，㈱ライフサポートが「快適生活オンライン」等のウ

ェブサイトで販売するおせち料理について，「通常価格」と「歳末特

別価格」を掲載し，「通常価格」は㈱ライフサポートが通常販売して

いる価格であり，「歳末特別価格」は通常販売している価格よりも安

いかのように表示していました。 

しかし，この「通常価格」は，最近相当期間にわたって販売され

た実績がないものであったことから，景品表示法で禁止されている

「有利誤認表示」（価格等の取引条件が実際のものより著しく有利

であると一般消費者を誤認させる表示）に当たると認定しました。 

なお，この事件は，近畿事務所が調査を行い，消費者庁が措置命

令を出しました。 

（詳細は５頁） 

㈱ライフサポートに措置命令（３月６日） 
～景品表示法違反 
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公正取引委員会の動き（報道発表）

（平成３１年３月１日～３月３１日） 

番

号 
月 日 発 表 資 料 名 頁 

１  3月 1日 
JAIF を活用した競争法の執行力強化に関する技術研修

の実施について 
- 官房国際課 

２  3月 1日 
東京都千代田区における「中学生向け独占禁止法教

室」の開催について 
- 官房総務課 

３  3月 5日 
沖縄県島尻郡与那原町における有識者との懇談会の開

催について 
- 沖縄公正取引室 

４  3月 5日 
名古屋市における「高校生向け独占禁止法教室」の開

催について 
- 中部事務所 

５  3月 5日 
東京都世田谷区における「中学生及び高校生向け独占

禁止法教室」の開催について 
- 官房総務課 

６  3月 5日 
大阪市における「中学生向け独占禁止法教室」の開催

について 
- 近畿中国四国事務所 

７  3月 6日 
株式会社ライフサポートに対する景品表示法に基づく

措置命令について 
5 

消費者庁 

近畿中国四国事務所 

８  3月 7日 
静岡県下田市における有識者との懇談会の開催につい

て 
- 中部事務所 

９  3月 8日 
岩手県一関市における「高校生向け独占禁止法教室」

の開催について 
- 東北事務所 

10  3月12日 
「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の

一部を改正する法律案」の閣議決定等について 
- 

経済取引局総務課企画

室 

11  3月13日 クレジットカードに関する取引実態調査について 8 取引調査室 

12  3月15日 
北海道茅部郡森町における有識者との懇談会の開催に

ついて 
- 北海道事務所 

13  3月15日 

クアルコム・インコーポレイテッドに対する審決につ

いて(CDMA 携帯電話端末等に係るライセンス契約に伴

う拘束条件付取引) 

- 審決訟務室 

14  3月18日 
富山県における「公正取引委員会よろず相談室」の定

期開催について 
- 中部事務所 

15  3月18日 
石川県における「公正取引委員会よろず相談室」の定

期開催について 
- 中部事務所 
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番

号 
月 日 発 表 資 料 名 頁 

16  3月18日 

「地方公共団体職員のための競争政策・独占禁止法ハ

ンドブック」(案)に対する意見募集の結果及び成案の

公表について 

- 調整課 

17  3月20日 
株式会社ジャパンビバレッジホールディングスに対す

る勧告について 
9 消費税転嫁対策調査室 

18  3月22日 
ティーライフ株式会社に対する景品表示法に基づく課

徴金納付命令について 
- 消費者庁 

19  3月26日 今治タクシー事業協同組合に対する警告について 12 四国支所 

20  3月28日 

株式会社ラルズに対する審決について(食料品，日用雑

貨品，衣料品等の小売業者による優越的地位の濫用事

件) 

- 審決訟務室 

21  3月28日 
「適正な電力取引についての指針(改定案)」に対する

意見募集について 
- 経済取引局調整課 

22  3月29日 
株式会社アルトルイズムに対する景品表示法に基づく

措置命令について 
14 

消費者庁 

九州事務所 

23  3月29日 

「消費税の転嫁を阻害する行為等に関する消費税転嫁

対策特別措置法，独占禁止法及び下請法上の考え方」

の改正について 

17 消費税転嫁対策調査室 

リンク先 → https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2019/mar/index.html

○ 近畿中国四国事務所からのお知らせ・・・・・１９頁 

今後の会議，説明会等の予定 

日 時 会議，説明会等 場 所 

4 月 

４日 10:00～12:00 大阪商工会議所法律相談（06-6944-6472） 大阪商工会議所 

19 日 13:00～16:00 
大阪総合行政相談（06-6241-5111） 

※公正取引委員会職員が左記日時に在席します。 

大丸心斎橋店 

南館 8階 

5 月 

９日 10:00～12:00 大阪商工会議所法律相談（06-6944-6472） 大阪商工会議所 

17 日 13:00～16:00 
大阪総合行政相談（06-6241-5111） 

※公正取引委員会職員が左記日時に在席します。 

大丸心斎橋店 

南館 8階 
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日 時 会議，説明会等 場 所 

6 月 

６日 10:00～12:00 大阪商工会議所法律相談（06-6944-6472） 大阪商工会議所 

21 日 13:00～16:00 
大阪総合行政相談（06-6241-5111） 

※公正取引委員会職員が左記日時に在席します。 

大丸心斎橋店 

南館 8階 

※ 優越的地位の濫用及び下請法に関する講習会の日程詳細は当委員会のホームページにも随時掲

載しています。リンク先 → https://www.jftc.go.jp/shitauke/kousyukai/gaiyou.html
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※別添及び別表は省略しています。
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https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2019/mar/190313.html

※詳細は，ホームページを御覧ください。↓
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14

※別添及び別表は省略しています。

※別紙は一部抜粋しています。
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17

※別紙１・２は省略しています。
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１ 地方有識者との懇談会の開催について 

公正取引委員会では，各地域の経済界の有

識者と直接意見を交換し，競争政策に対する

理解を得るとともに，それぞれの地域におけ

る経済社会の実情に対する認識を深め，的確

な法運用にいかしていくことを 

目的として，管内の各商工会議 

所・商工会等の経済団体との懇 

談会を開催しております。当該懇談会の開催

についてお気軽にお問い合わせください。 

【お問い合わせ先】 

総務課 中谷（ﾅｶﾀﾆ），岩渕（ｲﾜﾌﾞﾁ） 

●電 話：０６－６９４１－２１７３ 

●メール：

２ 経営指導員研修の開催について 

公正取引委員会は，従来から，全国の商工会議所及

び商工会の皆様の御協力の下，独占禁止法相談ネット

ワークの整備・活用に取り組んでおり，そのための施

策として，経営指導員の方々の独占禁止法や下請法に

関する理解を深めていただくため，経営指導員研修会

への講師派遣，相談事例集やパンフレット等の参考資

料の配布等を鋭意行っているところです。 

つきましては，平成３０年度に実施される経営指導

員研修会に独占禁止法や下請法の内容を積極的に取り

入れていただきますよう御協力方よろしくお願い申し

上げます。 

【お問い合わせ先】総務課 藤原（ﾌｼﾞﾜﾗ） 

●電 話：０６－６９４１－２１７４

３ 独占禁止法教室の開催について 

公正取引委員会では，当事務所の職員を学校の授業に講師として派遣し，市場経済の仕組みや公正かつ自

由な競争の重要性等について，分かりやすく説明する「独占禁止法教室」を開催しています。お気軽にお問

い合わせください。 

【お問い合わせ先】 

  総務課 中谷（ﾅｶﾀﾆ），岩渕（ｲﾜﾌﾞﾁ） 

（電話：０６－６９４１－２１７３，メール：hiroshi_nakatani603m@jftc.go.jp） 

※ 授業構成は，学校様の御要望をお伺いした上，決定いたします。

※ 独占禁止法教室は，学校様の都合に沿うよう，時期，内容及び方法等について調整・検討しますの

で，お気軽にご連絡ください。また，講師謝金・交通費等の経費は，一切必要ありません。 

※ 教育支援のページはこちら→https://www.jftc.go.jp/houdou/kohokatsudo_2/dokkin/index.html 

○ 近畿中国四国事務所からのお知らせ 
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４ 移動相談会の開催について  

公正取引委員会では，平成２１年１１月から，中小事業者の

ための移動相談会を開催しております。 

 この移動相談会は，下請事業者を始めとする中小事業者の方

からの要望に応じ，当該中小事業者の方が所在する地域に当委

員会の職員が出張し，独占禁止法の優越的地位の濫用規制や下

請法について基本的な内容を分かりやすく説明するとともに，

個別に相談受付も行うもので，平成２９年度は，近畿地区にお

いて，この移動相談会を４府県７か所で開催しました。 

 この移動相談会は，原則３社以上の中小事業者の方からの申

込みにより，当委員会の職員が御相談を承りに伺いますので，

ぜひ御活用ください。 

 【お問い合わせ先】 

下請課 奥居（ｵｸｲ） 

●電 話：０６－６９４１－２１７６ 

５ 講習会への講師派遣について 

公正取引委員会では，独占禁止法等の

違反の未然防止を図るため，各種業界団

体等から要請を受けて講習会等へ講師を

派遣しております。 

講習会等の開催を検討されている業界

団体等におかれましては，お気軽にお問

い合わせください。 

【お問い合わせ先】 

独占禁止法関係 総務課 中谷（ﾅｶﾀﾆ） 

●電 話：０６－６９４１－２１７３ 

下請法関係 下請課 奥居（ｵｸｲ） 

●電 話：０６－６９４１－２１７６ 

６ 消費者セミナーの開催について 

公正取引委員会では，消費者を対象として，事業者が競争を行うことによる消費者のメリットや独占禁止

法の内容等について分かりやすく説明する，「消費者セミナー」を随時開催しております。 

また，御希望により，過大な景品類の提供や不当な表示を規制する景品表示法につきましても，御説明さ

せていただきます。 

御興味のある方は，お気軽にお問い合わせください。 

【お問い合わせ先】 

  取引課 赤土（ｱｶﾂﾁ），吉岡（ﾖｼｵｶ） 

  ●電話：０６－６９４１－２１７５
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• 公正取引委員会の職員が説明を行い
ます

• 個別に相談を受け付けます

説明会・移動相談会

• 消費税転嫁対策特別措置法の解説
• よくある違反事例
• 違反にならないために

転嫁拒否行為

• 国税局の職員が軽減税率制度につい
て説明します

軽減税率

T E L 0 6 - 6 9 4 1 - 2 2 0 5

公正取引委員会事務総局
近畿中国四国事務所
消費税転嫁対策調査室

お問い合わせ先
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J a p a n  F a i r  T r a d e  C o m m i s s i o n
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(       ) 

tenka-soudankai@jftc.go.jp

011 261 1719 011 231 6300 

022 721 8180 022 217 4260 

03 3581 1948 03 3581 1891 

052 971 5003 052 961 9493 

06 6943 7214 06 6941 2205 

082 223 3123 082 228 1520 

087 812 5760 087 862 1995 

092 474 5465 092 431 5881 

098 860 1110 098 866 0049 
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公正取引委員会は，独占禁止法，下請法及び消費税転嫁対策特別措置法を運用しています。独占禁

止法は，事業者による公正で自由な競争を通じて経済が発展し，消費者利益が確保されるよう，カル

テルや談合などを禁止し，自由経済社会における公正で自由な競争環境を整備するための基本ルール

を定めた法律です。 

また，下請法は下請取引の公正化を図り，下請事業者の利益を保護するため，独占禁止法の特別法

として制定されたものです。 

消費税転嫁対策特別措置法は，消費税の転嫁拒否等の行為を禁止するなど，消費税の円滑かつ適正

な転嫁を確保するための特別措置を定めた法律です。 

公正取引委員会では，これらの法律に関する御相談を随時受け付けております。また，地方事務所

では，不当な表示等を禁止する「景品表示法」（消費者庁が所管）についても御相談を受け付けており

ます。是非，お気軽に御相談ください。 

近畿地区（福井県を含む）における相談や申告等の窓口は，次のとおりです。 

公正取引委員会事務総局近畿中国四国事務所 

（所在地）〒540-0008 大阪市中央区大手前４－１－７６ 大阪合同庁舎第４号館 

（電 話）０６－６９４１－２１７３（総務課） 

     ０６－６９４１－２１７４（経済取引指導官） 

     ０６－６９４１－２１７５（取引課） 

０６－６９４１－２１７６（下請課） 

     ０６－６９４１－２１９３（第一審査課） 

     ０６－６９４１－２２０６（消費税転嫁対策調査室）

① 公正取引委員会又は独占禁止法についての一般的な相談     総 務 課 

② 流通・取引慣行，特許・ノウハウライセンス，共同研究     経済取引指導官 

開発等についての相談 

③ 会社の株式所有・合併・分割・営業譲受の届出         経済取引指導官 

④ 中小企業等協同組合法の届出                 経済取引指導官 

⑤ 事業者団体の活動についての相談               経済取引指導官 

⑥ 優越的地位の濫用についての相談               取 引 課 

⑦ 下請法についての相談                    下 請 課 

⑧ 下請法違反被疑事実についての申告              下 請 課 

⑨ 独占禁止法違反被疑事実についての申告            第一審査課 

⑩ 景品表示法についての相談                  取 引 課 

⑪ 景品表示法違反被疑事実についての申告            取 引 課 

⑫ 申告の処理に係る申出                    総 務 課 

 ⑬ 消費税の転嫁拒否等の行為等に係る相談・違反情報の受付    消費税転嫁対策調査室 

 ⑭ 消費税転嫁・表示カルテルの届出               消費税転嫁対策調査室 

コウトリ星から地球の調査に来た宇宙人「どっきん」 

○ 公正取引委員会の窓口 
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○ 公正取引委員会メールマガジン・ＳＮＳ等 

公正取引委員会では，以下のソーシャルメディア（Twitter，Facebook 及び YouTube）による情報発信も

しております。    Twitter  アカウント名：公正取引委員会（@jftc）

        Facebook アカウント名：公正取引委員会（JapanFTC） 

        YouTube  アカウント名：公正取引委員会チャンネル（JFTCchannel） 

公正取引委員会では，公正取引委員会の活動状況に関する情報を積極的に御提供させていただくため

に，毎週１回，「公正取引委員会メールマガジン」を配信させていただいております。御希望の方は，

公正取引委員会ホームページの「報道発表・広報活動」に設けてあります公正取引委員会メールマガジ

ンより御登録をお願いします。https://www.jftc.go.jp/houdou/merumaga/index.html 

各企業・団体等で実務を御担当される方々にも広く近畿中国四国事務所の活動を知っていただくた

め，「公取近畿だより」のメールでの配信も行っています。貴下の御担当者の方々に御案内いただくと

ともに，メールでの配信を御希望の方は，以下のお問い合わせ先まで御連絡ください。 

【お問い合わせ先】総務課 中谷（ﾅｶﾀﾆ） 

●電話 ０６－６９４１－２１７３    ●メール：hiroshi_nakatani603m@jftc.go.jp
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